




























1．2 図奮館振興策の根拠法令  
2．1950年の陪審館法第7粂の制定   
2，1r対審館法第7粂と関連法規   
2．2 援丁番館法第7粂の趣旨  
3．1956年の地数行法第48条の制定   
3．1地数行法の概要   
3．2 地数行法第48粂の趣旨   
3．3 地数行法制定の影響  
4．1967年の社会教育法第6条等の改正   
4．1社会教育法，図書館法の改正の趣旨   
4．2 社会教育法，図書館法の性格の変化  
5．園雷館振興策の根拠法令に関する論議   
5．1公共図番館界の論■譲   
5．2 地数行法第48条に関する論議   
5．3 指導・助言の概念   






















利息1956年の地方教育行政の組織及び運営に関する法   
＊1993年10月31日受理  
＊＊みない ひでき 同番鮪情報大学  
監袋：弧鮒県鮒刹ほによる榊折州欄塩那の根掛玄令 H9   
立公民館等へのサービス（－▼一括貸出）であった。これら   
は，都道府県引受l書館職員の献身的な努力にもかかわら   
ず，－一部を除いて，十分な成果を上げることができな   
かった。  
これに対し，1960年代にはいくつかの県で阻許館建設   
補助金の支出が行われるようになi）8），1970年には東京   
都の『図書館政策の課題と対策』が発表され，都遺府県   
の国賓館振興策の先駆的な例となった。≦｝うそして，1970   
年代には，束京都にならい図杏館撮興策を実施する府県   
が徐々に増加し，1980年代には，滋賀県のように図番館   
振興策によって飛躍的な成果を上げる府県が現われてき   
た。こうして，巨1昏館振興策が普及するにつれて，未設   
置地域に対する都道府県立図奮灘の図二苦館サービスは   
徐々に縮小・撤退してきた。，  
すなわち，かつては，図番館振興の方法は未設間地域   
に対する郡遺府県二捌対畜餌の図二薄絹サービスであり，都   
道府県教育委員会によるI鞘琴館振興策は存在しなかった。   
その後，図各館毒興策が実施されるにつれて，未設置地   
域に対する都道府県立周密館のl叉1藩館サービスは図番腰   
板輿策に置き換えられて来たのである。  
しかし，聾者の1988年2月現在の調査では，市町村立   
図番館の設置振興に関する指導・助言を行なっている都   
道府県は約半数にとどまり10＼その具体的な表われで   
ある阿許鮨施設整備のための補助金政策を打ち出す都道   
府県も1990年現在で約半数にとどまっている。】l7  
このように，t文一替館振興策が取り組まれるようになっ   
たのは比較的近年であり，また，現在も全国的にあまね   
く普及しているわけではない。′ その原因はどこにあるの   
だろうか。一対番館振興策に対する都道覇県行政の理解が   
まだまだ低いこともあるが，葦任は行政だけにあるわけ   
ではない。安住の－一端は公共園霹館界にもあるはずであ   
る。これまで，図霹館振興策の意義に対する公共図番館   
界の理解は十分ではなかった。1963年の日本図書館協会  
『中小都市における公共図書館の運営』では都道府県の   
図書館振興策は提案されなかったこと1ZJから見ても，   
都道府県の図書館振興策の重要性が認識されるように   
なったのは1970年の東京都の図番館菰興策以後のことで   
あろう。13J  
このように，従来，わが国の公共閲番鮨界では都道府   
県による図番鉛板輿策の役割が十分認諸藩れてこなかっ   
た。その理由はどこにあるのだろうか。行政は法に基づ   
いて行われるものであるから，行政や政策に対する認識   
不足の根本原因はその根拠法今に対する認識不足にある   
のではないだろうか。この場合は，図書館振興策の根拠   













































J6U 閲番館学会年報 V（Jl．独No．4，DぐC．19倶‡   
1．2国賓舘振興策の根拠法令  
1．2．ユ図書館関係法別の体系   
次に図書館振興策の根拠法令について考えてみたい。  
そのためには，まず，検討の対象となる法体系を明らか  















を定めたもの”19J であり，現実の教育行政の内容は，  
地数行法以外の関係法規の個々の実体規定でそれぞれ定  
























1 公民館及び図書館の設置及び管理に閲し，必  
要な指導及び調査を行なうこと。  






2 前項の指導，助言又は援助を例示すると，おおむね  
次のとおりである。  
1 学校その他の教育棟関の設置及び管理並びに  
整備に閲し，指導及び助言を与えること。  




























12 青少年教育，婦人教育及び公民館の事業その  
他社会教育に関すること。   
粟袋：裾法府県酎㌻点上ほによる川・村l・咽紺減ミ興即）餌軋招rJ引   
地敢行法 第49条  
都道府県委員会は，法令に違反しない限り，市町  
村委員会の所管に属する学校その他の教育機憫の  




地数行法 第54条第2項  
















・公共園替儲瀾では，市町村立図背鰭の整備のためには，   
都道府県教育委員会の【鞘好餌振興策が爵要であること   
が広く認識されるようになってきたが，図霹館振興策   
が実施されるようになったのは比較的近年であり，現   
在も全国に普及しているわけではない。  
・その原因の－・一つは公共図酋儲堺の図苦館振興策に対す   
る認識不足であり，その根本原［酎ま匝磯＝館振興策の根   
拠法令に対する認過不足である。  
・都道府県教育委員会による園裔館振興策の現在の根拠   
法令は地数行法第48条と社会教育法第6粂第1号であ   
る。  
・地数行法第48条は1956年に制定され，社会教育法第6   
条第1号ほ1967年に改正されている。これらの法律の   
別売・改正の経過と意義はこれまで明らかにされてい   
ない。図書館振興策の歴史と現状を理解するにはその   
点の解明が必要である。   
2。195（）年の国電館法第7粂の制定  






法規の内容について検討してみよう。   
制定時の図書館法第7条の条文は下記の通りである。  




























1 法人の設置する公民館の設置及び廃止の届出  
に関すること。   
柏2 いl甜洋二伸紺＼．）1∴柑、㍉‖．・1、l〕erl無用  














3 地方委員会に対し，技術的，一専門的な助バと  
指導を与えること。  
測＃館法灘7粂，社会教育法第39粂，旧教育委員会成  
第50条約3号の3つの条文には次の二つの特徴がある。   
①専門的，技術的   
3つの条文は与えることのできる指導■助言がいずれ  
も「む門的，技朝刊」なものである点で共通している。  



















のが妥当である。   











と野師 ，指蘭助とi‘は，法令上は図番館間の閑係ではな  





ていないことである。   
これに対して，現在の公共図晋儲界では，より積極的  
な図声館擬興磯が期待されている。『公立速1番館の任務  

















していなかったものと思われる。   




る。この3′射二ついてくわしく検討してみよう。   
菜袋：臥か榊，‡教育委とはによる了榊榊、†．閤議摘一ぎ基く興策の根拠法令J6タ  
対象の側が「進んで希望する」場合のみである。市町村   
教育委員会の場合は，社会教育行政は市町村教育委員会   
の安住であるから，都道府県教育委員会はその「求めに   
応じて」指導・助言を行うものときれたのである。  
開音館法，社会教育法のみにこの文吉があることから，   
社会教育分野では，地方教育行政－・般に比べて，指導・   
助言が制限されていたことがわかる。  
①「できる」  
田島信威は「することができる」について，法律上の   
権利・能力・権限などがあることを表わそうとする場合   
に用いられる表現であると解説している。41J  
上記の①と②は都道府県教育委員会の指導・助言を厳   
しく制限するものである。都道府県教育委員会は，図番   
館法第7条のもとでは，市町村の求めがなければ，指   
導・助言を行うことができず，その指導・助言も，活動   
の西軍や事業の実体を除いた方法に限定されていた。図   
晋館未設置地方公共側体の場合も，まず，その市町村が   
図番館設置の意思を持ち，指導・助言を求めなければ指   
導・助言ほできなかったのである。図番館振興策におい   
ては図畜館設置の意志を持つよう指導することが最も孟   
要であると考えられるにもかかわらず，その場合は，指   
導・助言はできなかったのである。，したがって，当時は，   
今日的な意味での積極的な国賓館振興策ほ不可能であり，   
市町村立図苔館の設置を指導・助言することは法律上は   
不可能であったといえる。図裔館法第7条は図番館振興   
策について規定したものというよりも，それを厳しく制   
限したものだったのである。  
この車では，次のことが明らかになった。   
・1950年制宝の阿番館法でほ，第7条で，都道府県教育  
委員会による市町村教育委員会等に対する図啓鰯の設  











地数行法は旧教育委員会法に代わる法律である。1948   


















ないが36】 ，寺中は社会教育法第‖条の僻説でおおむね  










団体運営上の参考にするものである。37J   
つまり，卒業の専門的技術的な方法のみを指導するの  
であって，活動の内容や挙茶の実体については指導でき  
ないのである。3鼠J   





とは解さない’’3針 と解説されている。地方教育行政－一  
般では，求めがなくても指導・助言を行いうると解釈さ  






る”4（｝） と解説されている。指導，助言を行い得るのは，  
川イ ド膵酢需一津描＼？（，1∴i亡〉，N‖．JLl，D。〔．Ⅰ～醐   
会が設置壬された。 しかし，設置匿後から市町村教育委凝  
会に対して，複稚な組織による非能率，首長の財政椎の  
制約，公選制による政党・団体の介入，教員人事の停滞  
などの批判が続出した。42－ このため，1956年に旧教育  
委員会法は壌l卜され，地数行法が削忘された。これは地  



















④教育行政における乳 都道府県及び市町村の連携強化  







3．2地数行法第48粂の趣旨   























・「できる」が「するものとする」になっている。   
3．2．2地敢行法第48条の特徴   
地敢行法第48条は図番館法第7条とどの点で相違して  
いるのか検討してみよう。   






ある。   






いう指遵ができるようになったのである。   







宣言するとい ったニュアンスがこめられており，若干の  
ゆとりがもたせてあることを指摘してい る。4（…りノ   







必要な指導・助言・授助を行う義務と責任がある”5－   
・嘉島：都道府県劇強弓汀㍍・ごによる市町村．日射引肛翫興範の杜聞損・1r J65  
具体的な規定が設けられるべきであり，本来は，同時に   
節6条節1号の改正を行うべきであった。5アー   
3．3．2私立図昏館・公民館関係の規定の改正  
地数行法第48条による碩極的な指導・助言・指助の対   
象は，市町村教育委£呈会の掛臥 すなわち，市町村、‡匝Ⅰ   
書館に限定され，私立凶音館は含まれていない（私立国   
井館に対する都道府県磨麿項蝶ほの権l拙こはこれまでと   
変更がなかったため，地敢行法の制定，上靴琴解法第7条   
の塊Ⅰ卜と同時に，図書館法第25条に下記の節2項が析設   
されたr  
l鞘琴館法 第25条約2項  




これは，図普麒成第7条のうち私、一打粧酌棺に閲する糀   
分のみを独立させで第3利こ移したものである 
甘様に社会教育法節39食も卜■一己のように改正されたし  




旧第39条（2．1参照）の「公民館」の前に「法人の設   
置する」を婦人することによって，令体の条文を私立公   
民館に限定したものである「私和国替館と私立公民館に   
ついては，実質上の変更はなかったのである．、  
圃蕃館法の場合は，節7粂が第1串総則に閲する規定   
にあったため，私立図懐灘のみに関する規定は第3‡；引こ   
移さなければならなかった。社会教育法の場合は，第39   
条が第5尊公民館に関する規定にあり，章の中は公キ，   
私立には区別されていないため，条文の位澤は変える必   
要がなかった。  
この間係は次の通りである。   
・1956年改正  
図書館法 第7粂 く廃山  
公立図啓館関係 → 壌l上  
私立図書館関係 → 第25条第2項（新設〕  
社会教育法 第39条（改正）  
公立公民館関係 → 廃止  
私立公民館関係 → 節39条（改正）  







指導，助言，又は援助を行うことができ’’5・づ〉 ると述べて  
いる。   
地数行法第48粂の制定によって，都道府県教育委H会  

































る事務を行なうことが明確にされだ－56｝ と述べている。  
明確にされたということは，これまでは明確ではなかっ  
たということである。したがって，社会教育法第6条に  







・1956年削走の地数行法では，範48条で都道府県教育委   
員会は「必婁な相貌 助言又は揺助を行うものとす   
る」ことが定められた。同時に，これと矛盾する図書   
館法第7粂は墟1Lされ，社会教育法節39条は改正され   
た。   
これによって，図書館法蘭7条と社会教育法第39条に   
おける2点の制約はなくなり，縮退府県教育委長i会は，   
市町村教育委員会に対して，市町村教育委員会の求め   
がなくても，■市町村、ンニの図替館・公民麒の設置・管   
理・整備に関して，東門的技術朝以外の事項について   
積極的な指導・助さこ言ができるようになった。  
・これによって，地数行法レベルでの図超鰭髄闇牒の根   
拠法令が確立された。  
・t宣Ⅰ書館法第7条が廃止された結果，図藩館法の条文に   
は，都道府県教育委員会による市町村立睦l書館の設   
鰐一遇常に関する指導・助言の規定がなくなった。同   
様に，社会教育法第39条が改正された結果，社会教育   
法の条文には，公立公民館の運営肇に関する指導・助   
［言の規定がなくなった。この結果，図替館法，社会教   
育法の条文には，市町村二iたの図薄儀・公民館に閲する   
指専・助諾に閲する規定がなくなった。  
・地数行法節48条はあくまで地方教育行政トー・般に閲する   
脱走であり，社会教育法でも具体的な事務として脱走   
されるべきである。  
・図番館法第25条第2項の紬患 社会教育法第39・粂の改   
正によって，私立【貯蓄結，公民館に対する指導・助言   
は従来通りとなった。これによって，都道府県教育委   

















のである。5H）   
この法律は全部で7苧26条からなり，第1章総理府，  
第2車大蔵省，第3章文部省，第4章厚生省，第5章農  
林省，第6章通産乱 第7章運輸省に関する規定に分か  
れ，それぞれの所管する許可・認可を定めた法律の廃止  















2 前項の報苦に必要な事項は，都道揮f県の教育委員会  
規則で定める。  




2 前項の届出に必要な事項は，都道府県の教育委員会   
の規則で定める。  




2 前項の報告に閲し必要な事項は，都道府県の教育委   
員会の規則で定める。   




として分艮館，図書館の設軋 管理に関する調査  
および緑樹こf針㌻る事務を行なうことが明確にさ  
れたこと。  











文部省阻係者は，この通知をもとにおおむね次のよう   
に解説している。  
範肌ノ・に，社会教育法第25粂，節26条，図杏館法灘11粂，   
第24粂の廃止．について次のように解説している。  
都道府県教育委員会は公民館・図譜二館に対する指導   
肋［ト権助などを適切に行う必安があり，その前提射′ト   
として，その実態を仝服偶に把搬しておく必安があるr 
このため，従来から定期的にまたは必安に応じて公民   
館・聞耳館の管埋■運営の全般にわたる実態調査を行な   
ってきた。公艮鮨・図書館の設饉・廃止∵設置者の変更   
チ駒ま，この調査の際に把握できる・髄墳であり，頻繁に冥   
態調査を行うならば，報署や樋山は必儀なくなる。帖  
今セiの改正は粟態を的掛二把擬し指摸することを明文   
化したものに過ぎず，都題府県が市町村等からの報告や   
樋山を受けるまでもなく実態を常に把握していくという   
前撞で行政事務を簡素化したものである。軋  
したがって，都道府県教育委£■皇会が，市町村や法人に   
対して，従来通り，設牒・廃止等のたびごとに報告・届   
出するよう義務づけることは法改正の精神に反すること   
になる。都道府県教育委員会は，報苦・履出を定めた規   
則を廃止ないし改正して，！j≦態調査に必安な規則を制定   
し，実態把掛二万令を期すようにするのが法改正の趣旨   
に添ったやりフナであるといえる。h：うJ  
第二に，社会教育法節6条覇1号の改正について，都   
道府県教育委員会の事務として，公民館・図＝露館の設   
置・管矧二関する調査および指き削二間する事務を行うこ   
とを明確にしたものであると指摘している∽柚f∃5j これ   
は上記の実態調査の根拠法令となるものである。   














走を収めたものである。，   
一4．1．2改1Eの趣旨   
①文部省の見解   
文部省は，この法律について，社会教育局長通知「詐  
吋，認可等の整理に臥する法律の施ケH二ついて」㈱潮  
42．8．14 文祉杜第255－り・各都道府県教育委艮会教育  
長あて）で，次のように説明している。，  








届乱 雑菖を安しなくなり，また，郁迫府㌍，を教育  
委員会においては，設軋 廃止等のたびごとに報  
告，属損を受理し，塵理する必要がなくなり，事  
務が簡素化されたこと。  


















いえる。   
②臨時行政調査会の意見   
上記はあくまでも文部省側の見解であるため，馴汁f  
政調査会の意見を検討しておきたい。   
臨時行政調査会が1964年9月に発表Lた 悶午認吋等に  













さらに，『付械説明▼創 では，3点に分けで，その理  
由を説明している（67｝  
1．規制を行う効果がなく，′克行も確保し難い。  






により公民館の設置を事前に詳細把握している。   
・報告ほ上記申請書と重複している。  
3．定期報告または実態調査により，十分行政目的を通  












立っている。   












・市町村立囲碁館，私立図薄館の一役；貰ぃ管理に関する指   






指導・助㌶閲保   
持膵礪技 術7・粂胤卜）   
・．∴・．・． －．．・ご‥・   こ  
調査関係  社 会   
図薔館法 第汀条り阻止 一】＞ 教育法  
第24条鳩山w  第6条   




4．2社会教育法，国賓舘法の性格の変化   
削定時の社会教育法第6桑灘1号には次の2つの神教  
があった。  
①私立公民館の設置・囁1上の掛翫二ついてのみ観宝し，   
私克閥葦餌の設置・壌雄二の届出については規定してい   
ない。  
②設置・胤圭二の属出の規定のみで．制藷熊や公民館の設   
置・運営に関する指導・助言の規定がない。   
薬袋：郁遺け㌢県数字f秦舅余による市町村ノ咽、紺宝蔵輿範の触拠法令J6夕  
都道府県教育委員会の夢路として位置付けられた。  







5．1公共図督館界の論議   
5．1．1地数行法第48粂に閲する論議  
これらの根拠法令の改正について【寒i番結界ではどのよ   
うに論議されているのだろうか。   
1956年の地数行法則盤と図替館法第7条の廃1j二につい   
て言及しているのは有Ll蘭」渋谷園忠，清水正三の3人   
のみで，図霹館法第7条の廃Ⅰ上について賛否涌雨釦が見ら   
れる。  
有山は，地敢行法制定当晩 学校l対薄綿における図晋   
選択に教育委員会の承認が必姿になり，その結果．政治   
的な制限を受ける恐れがあること，公共鳳晋館にも同様   
の影響を及ぼす町能性があることについて懸念を示して   
いる。69）  
渋谷は，1960年出版の『【巽憤館ハンドブック』増訂版   
の「図審館法」の項で地数行法について言及している。   
図晋館法純7粂は廃止されたが，地数行法第48条は区1啓   
館法節7条をより完全な規定に改訂したものにあたると   
評価している。しかし，改正の趣旨は必ずしも明確にさ   
れていない。また，横棒的かつ全般戯な指導・助言が可   
能になったのであるから，“削除された旧第7条 ほ旨   
導・助言）は，実質的効果においては格別の変更がなか   
ったものと解さるべきであるり7Uノという見解は不正確   
である。   
清水は，1972年に図書館法の解説記事で，‘機縁の地   
方分権的な教育制度を，中央集権的なものに組み変えよ   
う‖ とするものと批判し71－，1985年にほ，“一方的に  
『指凰 助言できる』ことになっだ－ため，“図昏館法の   
地方分権的性格は，大きく後退し’’“文部大臣を頂点と   
する中央集権的な教育行政に方向転換をしだ’と評価し，   
この間韻に対して図書館界の反響がほとんど見られない   
ことを指摘している。72）しかし，清水は，図書館法第   
7粂の2′蕉の制約のもとで積極的な図＝許館振興策が可能   
であったかどうかについては触れていない。  
このように，相対立する二つの考え方が見られるが，   
いずれも簡単なもので，法律の改正に対する評価を示し   
ているに過ぎず，掬番館法第7発と地敢行法第48粂を比   
これは，制定時の社会教育法とl邪教館法の性格による   
ものと思われる。   
①は，社会教育法には「図審館及び博物館に閲し必要  
な事項は別に法律をもって安める」（節9射 という特  
殊な性格の規定があるため，図審館に関する事項は国賓  
































・別売時の社会教育法の第6条の都道府県教育委員会の   
事務に関する規定にほ，都道府県教育委員会の市町村   
教育委員会に対する，図書館・公民館の設置・運営に   
関する指導・助言の規定が存在しなかった。  
・1967年の社会教育法第6条第1号の改正によって，初   
めて社会教育法の籍別に関する規定で，市町村立回書   
館・公民館の設置・運営に関する都道府県教育委員会   
の指導・調査について具体的に規定され，このことが  
〃刃 r服博学衷年報＼・t、Ⅰ∴札N。．ヰ、D。。．拍〔）S   





った。そのほか，当時の 隔l番錯雑誌』と 酢［粧簿館紳  
論』に批判的な二立場から言及した投替や記事が一・・点ずつ  



















内容にとどまっている。   








5．2地数行法第娼条に関する論議   
鍍も大きな影響を与えた地数行法第48粂に対して，教  
育行政，教育法学の分野ではどのような論議が行われて  













の中心的作用が（中略）都道榊び，㌔または市町村に対   
する指温 助言，托助である。7tう 
三上昭彦は，1981年に，教育法学の立場から次のよう  
な批判的な評価を示している。7ア′   
文部大巨三三，都道府県教育委£i会，市町村教育委員会の  































「指導」は，筆者が指摘してきたようけ…，日常の用   
泰袋：郎退1朋〔教育委員会による市町幸ぃ胴番館歳興策の根拠法令J7J  
文部省設置法 第6条第2項  




都道府県教育委員会も国の確聞委任事務について文部   
大臣の権限を委任された場合，またはその権限に属する   
事務を市町村の機関に委任した場合以外は，市町村の行   
う教育行政を直接指揮監督することはない。9｛J）  
地方公共団体の設置する学校等について，国その他の   
機関が規制を行うためには，法律の規定によって地方公   
共団体の行為を規制しなければならない。つまり，その   
ことに関する法律または法律に基づく政令の定めを必要   
とするのである。拙  
文部省に対して批判的な論者は，「指導・助言」の法   
律上の性格について触れつつも，同時に，その実態が単   
なる「指導・助言」にとどまらないことを指摘してい   
る。92）9：j）しかし，法律の趣旨と行政の実態は次元を興   
にするものである。行政は法に基づいて行われるもので   
あるから，まず，法律の趣旨を明確にすることが重要で   
ある。少なくとも法律上は，「指導・助言」には強制力   
がないはずである。この点は「指導・助言」にとどまら   
ない実態を批判する根拠になり得るのであるから，より   
強調されるべきである。  
5．4匡l啓館界の論議の問題点  
同番館界の論議には次のような問題点がある。   
・1956年の地数行法の制走と図番館法第7粂の廃止，   
1967年の社会教育法，囲番館法の－－一部改正に対する公  












いない。   
・地数行法に対して，文部省や都道府県の権限を強化す  










では生じない”d3ノと述べている。   
これに対し，「指摘」とは“－ヒ級官庁が下級官庁に対  







必資に応じ指示命令等をすること哺） をいう。   
つまりは，「指導」とは“非権力的な行為嘲Jであっ  
て，権力の伴なう「指摘」「監督」とは異なるものなの  























ノア2 柳窪㌻館学食年報 ヽ▼。1．3～しN。．斗∴n“∴l甘）B  
育の機会均等，全国的水準の維持など必要な理由もあ   
り，その点は批判者も認めている。  
・地数行法第48条と社会教育法第6粂第1号の中心的概   
念である指導・助言は，法律上は非権力的作用であり，   
受ける義務はあっても従う義務はないため，教育にお   
ける地方自治を実現する可能性は残されている。  







・L許容館法第7条は，都道府県教育委員会による市町村   
教育委員会に対する図番館の設薦・適′削二間する指   
導・助言について規定していたが，「求めに応じて」  
「専門的才支術的」指導・助言を与えることができると   
いう2点で削約があり，図書館設偶の意思のない市町   
村教育委員会に図番館の設置を指肇・助言することほ   
法律上不吋能であった。  
②1956年削走の地数行法難48条について  
・地数行法第48粂ではこの2点の制約はなくなり，都道   
府県教育委員会は，市町村教育委員会に対して，求め   
がなくても，図凄磯巨公民館の設置・管理・整備に関   
して，全般的な事項について積極的な指導・助言がで   
きるようになった。これによって，地数行法レベルで   
の根拠法令が確立された。  
・地数行法第48粂の制定と同時に行われた閑静解法第7   
条の廃止，社会教育法第39粂の改正によって，図番館   
法，社会教育法の条文には都道府県教育委員会による   
市町村立の図番館・公民館に関する指導・助言の規定   
がなくなってしまった。  
③1967年の社会教育法第6条第1号改正について  
・社会教育法第6条第1号の改正によって，社会教育法   
の総則で初めて，都道府県教育委員会による市町村立   
図書館・公民館の設置・運営に関する指導・調査につ   
いて規定された。  
・この改正は園番館一会民館行政を推進するために効果   
的な調査を行う目的で行われたものである。  
・これによって，地数行法一社会教育法のレベルで，都   
道府県教育委員会による積極的な図審館振興策の根拠   
規宝が完成した。  
④法改正の評価  
・図番館界では，撞i審館法，社会教育法の改正には批判   
的見解が見られるが，関心は低く，法学的検討はほと   
んど行われていない〔】  
・地数行法に対して，文部省や都道府県教育委員会の権   
限を強化するものであるという厳しい批判が行われて   
いるが，教育の機会均等，全国的水準の維持など必要   
な理由もあり，その点は批判者も認めている。  
・地数行法灘48粂，社会教育法第6条第1号の中心概念   
である指導・助言は法律上は非権力的作用であり，地   
方自治を決定的に削約する要因とはいえず，教育にお   
ける地■方自治を実現する吋能性は残されている。  
・l対審館界では，これらの法律は国賓館振興策の根拠法   
令としてはとらえられていない。   
以上の点から，本稿の結論として次の点を指摘してお  
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用する’’（p．45－46）と指摘している。   
アジア学術会執～科学者フォーラム～の   
開催について   
1 日本学術倉譲札 アジア地域の各国科学者の代表を東   
京に招き，本年11月15日（月）から18日（木）までの4   
引敬 三田共用舎譲所（東京都港区）においてアジア学   
術全諌～科学者フォーラムーを開催しました。  
2 このアジア学術会議一科学者フォーラム～は，地理的，  
歴史的，文化的に多くの共通点を持つ近隣諸国間の交灘   
がそれぞれの国の学術の発展，ひいてはその他地金体の   
学術の発展にとって極めて重要であるとの認識から，ア   
ジア地政の各亙における学術研究の現状について情報交   
換を行うとともに，アジア地域における学術研究分野で   
の連携・協力の在り方などについて討議し，併せてアジ   
ア地域の学術研究者間の相互理解と信頼を深めることを   
目的として，本年度初めて開催したものです。  
3 今回の会議には，中臥 インド，インドネシア，日本，   
マレイシ7，フィリピン，大韓民国，シンガポール，タ   
イの9か国の学術推進機関（アカデミー等）から推薦さ   
れた人文・社会科学系及び自然科学系の科学者19名が出   
席し（日本からは近藤次郎日本学純金譲合長及び川田侃   
同副会長が出席），「アジア地域における学術の発展とそ   
のための連携■協力について」をメイン・テーマと」て   
活発な討儲を行いました。  
4 初日の15日には，鳩山内閣官房副長官（内閣総理大臣   
あいさつ代読）を始め、国会議見，各国大便酪，関係学   
協会，関係省庁，関係団体などから200名を超える方々   
をお迎えし，開会式及び歓迎レセプションを開催しまし   
た。   
翌16日からの自由討議においては（17日は筑波研究学   
園都市視察（研究交流センター，電子技術紙合研究所，   
農業生物資源研究所を訪問）），それぞれの国籍や専門分   
野を超えて，アジア地域における学術の振興という共通   
の目的の下、熱心な討議を行い，議長サマリーをまとれ  
18日に無事閉会しました。  
開催に当たり御支授・御協力いただきました方々に厚   
くお礼申し上げます。   
（参考）アジア学術会議～科学者フォーラム～  
議長サマリー（仮訳）   
1 アジア学術会議～科学者フォーラム～は，日本学循全   
壊の主催により，アジア地域の9か国から，19人の各回   
の科学界を代表する科学者の参加を得て開催され，それ  
ぞれの国籍や専門分野を超えて，アジア地域における学   
術の振興という共通の目的の‾F，熱心な議論がなされた   
本会合に参加した科学者は，学術の拭輿を通じた社会へ   
の貢献が重要であり，科学者の賓務であるということを   
確認し，学術研究の成果は，人類の共通資産として，文   
化臥 社会的，経済的発展を通じて．世界の平和と人類   
の福祉に貢献するものであると信じる。また，そのため   
には，自然科学者と人文・社会科学者の密接な協力も不   
可欠である。  
2 本会合に出席した科学者は，アジアの科学者による学   
術協力についての初の会合を提案し．開催した日本学純   
金譲に感謝し．今後も．このような日本学術会議の努力   
が続けられることを期待する。  
3 今日，世界は，環境悪化，人口爆発，資源の枯渇など   
人類の英知を結集して取り組まねばならない深刻な問題   
に直面しており，本会合での討議は，そのような問題の   
解決に向けての将来の拭l顎協力に発展Lてい〈ものであ   
る。  
4 持続的開発は，アジア地域の各匡＝ことって，21世藩山こ   
向けての共通の産婆課題である凸 地理的，歴史的，文化   
的に密接な関係を持つアジア地域の科学者は，この間越   
に協力して取i）組むことが重要である。  
5 逗！際的な研究，技術嶋資順の共有等に当たっては，地   
域的な協力が効果的である。今後，そのような領域にお   
いて．地域の発展のために協力を推進することが必要で   
ある。  
6 学術の発展，社会の発展の基盤となる人材の育成は，   
科学者が地域的に協力して取l〕組むべき課題である。次   
せ紀に向けて，人相の育成のため，アジアの科学者も協   
力することが必要である。  
7 各科学者及び各国は、研究者の交流，其周暦究，シン   
ポジウム，ワークショ・ソプ等による情轍の交枚を促進す   
るよう努力することが必要である。  
8 学術協力は，対等互恵の原則に基づいて行われねばな   
らない。  
9 本会合の趣旨，提案を受け継ぎ，よー）密接な学術交流  
・協力の基盤となる将来の会合が開かれることを期待する。  
10 アジア地域の科学者によるこのような会合を毎年開催   
すること，当面，日本学循会議がその事務局となること，   
アジア地域の学術動向についてのニュー十スレターを定期   
的に発行することを提案する。  
「日本学術会読だより」No．31（平成5年i2即 より   
